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地域における環境づ くりの実践的な活動を 「環境資産づ くり」 と呼ぶこと
とする。
1.2環境資産 づ く りの手段
環境資産づ くりを進めるための具体的な手段には、ハー ドウェアづ くり、
ソフ トウェアづ くり、ハー トウェアづ くり、 とい う3つ の側面があるが、
なかで もハー ドウェアづ くりとソフ トウェアづ くりが中心的な手段 であ
る。
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ある。これが環境資産づ くりにおけるソフ トウェアづ くりの側面である。






















































2、i研究 事例 の概要(参 考文献1))














は回収効果の高い回収方策 を選択することであ り、 もう一つは実施のうえ
で阻害要因となる困難性 を克服することである。
回収方策の選択 とは様々な回収方法か ら最適な方法 を選択、組み合わせ
ることである。回収方法 として現在行 われているのは主 として資源ごみ分
別回収、拠 点回収、中間処理段 階での回収、集団回収への支援、の4つ
の方法である。
一方、 自治体が回収 システムを構築 し、効果的な回収 を行ってい くうえ
での困難性をここでは、ハー ドウェア ・ソフ トウェア ・ハー トウェアとい
う3つ の側面で考 える。ハー ドウェアの困難性 には、集積場所の設置や
回収拠点 となる施設の確保のほか選別のための中間処理施設の整備などが
ある。 また、人員確保 など行政内部における体制づ くりや、回収業者の確
保 と協力関係の構築、さらにはこれ らのための財源確保などソフ トウェア
としての困難性がある。 さらに、市民 の協力をいかに得てい くか という問
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題がある。市民の協力はひとりひとりの環境問題やごみ問題 に対す る意識






ったことはこの問題に対する自治体の関心の高 さを示す もの と考えられ






























































































































































環境資産づ くりと合意形成 に関する課題は、環境資産づ くりの主体が行
政であるのか、市民であるのか、 さらにはその協働 によるのかによって大
きく異 なることが、 これ らの研究事例か ら明 らかである。 このため、 この
分野における研究は、 まず、環境資産づ くりの主体がその地域における市
民社会の進展 によって大 きく変化 していることを十分に踏 まえることが重
要 となる。
これまでの 日本では、「公共」部門は行政が担 うことが多 く、それが当
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然のこととして受け入れられてきた。 このため、多 くの環境資産づ くりも
行政が中心となって行ってきている。 しかし、市民社会が成熟 し、多 くの
市民団体やNPO団 体が設立され、市民による環境保全活動が活発化する
なかで、「公共」部門の担い手は行政だけではな く、行政 と市民 との協働




















次に、行政 と市民の協働による環境資産づ くりにおいては、行政 と市民
との合意形成が最 も大きな課題である。
環境資灌づ くりと合意形成に関する研究の展開191








中心となって行ってきた環境資産づ くりの分野で市民と協働 してい くこと











意形成研究の課題 も異なって くる。市民による活動が 目指 している方向の
一つは、より多くの市民や市民団体との合意を形成し、活動への参加者を
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